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１．件 名 

伊方発電所第３号機 低圧給水加熱器伝熱管の損傷について 

 

 

２．事象発生の日時 

令和２年 １月１７日１１時２５分（発見） 

 

 

３．事象発生の設備        

３号機 蒸気タービン設備 第２低圧給水加熱器Ｂ号機 

 

 

４．事象発生時の運転状況 

３号機第１５回定期検査中 

 

 

５．事象発生の状況 

伊方発電所第３号機は、第１５回定期検査中のところ、令和元年１２月２６

日の復水系統水圧試験※１において、第２低圧給水加熱器※２Ｂ号機の胴側のドレ

ン量が他の低圧給水加熱器（第１低圧給水加熱器Ａ，Ｂ号機、第２低圧給水加

熱器Ａ号機、第３低圧給水加熱器Ａ，Ｂ号機、第４低圧給水加熱器Ａ，Ｂ号機）

に比べて若干多かったことから、伝熱管漏えいの疑いがあることが認められた。  

そこで、令和２年１月１６日および１７日に第２低圧給水加熱器Ｂ号機の伝

熱管真空リークテスト※３を実施したところ、１月１７日に伝熱管１本に漏えい

があることを保修員が確認した。 

なお、本事象による環境への放射能の影響はなかった。 

（添付資料－１、２） 

 

   ※１ 復水系統水圧試験 

プラント停止後、低圧給水加熱器１次側（胴側）からのドレン水が減少す

るタイミングに合わせて、復水ポンプ等を起動し、復水系統全体を加圧した

状態で低圧給水加熱器１次側（胴側）からのドレン量の変化を確認している。 

      復水系統の加圧により、ドレン量が増加傾向となった場合は、伝熱管から

漏えいしている可能性が考えられることから、開放点検を計画する。 
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   ※２ 低圧給水加熱器 

タービンから排気される蒸気を利用して、蒸気発生器への給水を加熱する

熱交換器。給水は内部で伝熱管内側（低圧給水加熱器２次側（水室側））を通

過しながら蒸気で加熱される。熱交換された蒸気はドレン水となり低圧給水

加熱器１次側（胴側）から排出している。 

 

   ※３ 伝熱管真空リークテスト 

伝熱管の片側にゴム栓をして、反対側から真空引きを実施する。その状態

で保持し、真空の低下状況により漏えいの有無を確認する。 

 

 

６．事象の時系列 

令和元年１２月２６日 

０時２０分    伊方３号機解列 

２２時４０分頃   復水系統水圧試験開始 

    

令和元年１２月２７日 

     ４時３０分頃   第２低圧給水加熱器Ｂ号機の胴側のドレン

量が他の低圧給水加熱器に比べて若干多い

ことを確認 

 

令和２年 １月 ８日～１５日 マンホール開放、内部清掃等実施 

 

令和２年 １月１６日 

９時００分頃   第２低圧給水加熱器Ｂ号機の伝熱管全数に

ついて伝熱管真空リークテスト開始 

   令和２年 １月１７日 

        １１時２５分    伝熱管真空リークテストにおいて、伝熱管

１本に漏えいがあることを確認 

 

 

７．調査結果 

（１）現地調査 

  第２低圧給水加熱器Ｂ号機の伝熱管真空リークテストを実施し、伝熱管１本

（４０列１番）に漏えいがあることを確認したことから、以下の調査を実施し

た。 

（添付資料－３、４） 
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ａ．渦電流探傷検査（ＥＣＴ）※４ 

当該伝熱管の直管部およびＵ字管部の渦電流探傷検査（ＥＣＴ）を実施し

た結果、給水入口側直管部のドレン冷却部にきずと思われる有意な指示が認

められた。  

                  （添付資料－５） 

※４ 渦電流探傷検査（ＥＣＴ） 

材料の微小な欠陥などを検出するための検査で、材料表面に渦電流

を流して、材料に発生する電磁誘導の変化から検査対象のきずとその

深さを検出する手法。 

 

ｂ．胴側水張りテスト※５による漏えい位置の調査 

   胴側に水を張った状態で、ＣＣＤカメラを当該伝熱管に挿入し、漏えい位

置を調査した結果、当該伝熱管の給水入口側管板部の管端から約 1,300ｍｍ

の位置（第２邪魔板部近傍）で当該伝熱管の上部（天側）に長手方向のき裂

が複数認められた。 

（添付資料－６） 

 

※５ 胴側水張りテスト 

        低圧給水加熱器１次側（胴側）（伝熱管外面側）に水を張り、伝熱

管内面側への漏えいの有無を確認する試験。 

 

  ｃ．真空発泡テスト※６ 

     当該伝熱管拡管部※７について真空発泡テストを実施した結果、泡の発生は

なく伝熱管拡管部からの漏えいは認められなかった。 

 

      ※６ 真空発泡テスト 

検査対象部位に発泡液を塗布し、アクリル透明箱で覆って内部を真

空状態にして、発泡液塗布部分の泡の発生状況から漏えい箇所を特定

する試験。 

 

※７ 伝熱管拡管部 

管板部に伝熱管を挿入した後、伝熱管を拡管し管板に固定している

部位。 
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ｄ．その他の伝熱管 

第２低圧給水加熱器Ｂ号機のその他の伝熱管について、渦電流探傷検査

（ＥＣＴ）を実施した結果、伝熱管１本（３９列１番）の給水入口側直管部

のドレン冷却部において、施栓基準以上のきずと思われる有意な指示が認め

られた。また、施栓基準には至らないきずと思われる有意な指示が、当該伝

熱管と同様の最小Ｒ管※８４７本の給水入口側直管部のドレン冷却部に認め

られた。 

さらに、胴側水張りテストおよび真空発泡テストを実施した結果、その他

の伝熱管および伝熱管拡管部からの漏えいは認められなかった。 

（添付資料－２、５） 

      

※８ 最小Ｒ管 

低圧給水加熱器伝熱管の内、最中央部の伝熱管。 

 

（２）工場調査 

    当該部を抜管し、以下の詳細調査を実施した。 

  ａ．外観および内面調査 

     第２邪魔板から第３邪魔板側に当該伝熱管の上部（天側）から２０°の位 

置を中心に管外面で減肉とき裂、管内面でき裂が確認された。 

管外面の減肉は細かい凹凸状となっており、周方向は約２０°の位置を中

心に０°から４０°の範囲、軸方向は第２邪魔板近傍から約１６ｍｍの範囲

で第３邪魔板側に減肉が広がっていた。 

また、管外面のき裂は天側から２０°の位置において、第２邪魔板近傍か

ら第３邪魔板側の減肉範囲に軸方向に伸びているのが確認された。 

管内面のき裂は管外面の減肉範囲と概ね同じ位置にあった。また、複数箇

所でき裂は発生し、いずれも軸方向に伸びており、き裂長さは最大で約１６

ｍｍであった。             

（添付資料－６、７） 

 

  ｂ．表面の走査型電子顕微鏡（ＳＥＭ）による拡大観察 

     細かい粒状の凹凸が観察され一部に貫通およびき裂が認められた。 

（添付資料－８） 

 

ｃ．断面ミクロ組織観察 

貫通部は管外面から強い力で中心側に押し潰されて変形した様相が確認 

された。また、貫通部近傍の管外面では細かい凹凸を伴う減肉が認められ 

た。 

（添付資料－９） 
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ｄ．付着物分析 

伝熱管外面付着物の元素分析を実施したところ、腐食性のものは認められ

なかった。 

 

ｅ．引張試験 

    ＪＩＳ規格値内であり、異常は認められなかった。 

（添付資料－１０） 

 

  ｆ．化学成分分析 

     ＪＩＳ規格値内であり、異常は認められなかった。 

（添付資料－１０） 

 

（３）至近の当該機器の点検内容と実績調査 

    第２低圧給水加熱器Ｂ号機については、プラント運開時より使用しており、

４定検毎に開放点検および渦電流探傷検査（ＥＣＴ）を行うことで計画してい

る。至近では、３－１２定検（2010 年 1 月開始）で開放点検および渦電流探傷

検査（ＥＣＴ）を実施している。また、復水系統水圧試験を毎定検実施してお

り、前回の３－１４定検（2017 年 10 月開始）において異常は認められなかっ

た。 

 

（４）運転状況調査 

運転パラメータに有意な変化がないか確認したが、特に異常と思われる有意

な変化は確認されなかった。 

 

（５）同様事例調査 

他プラントにて、ドレン冷却部の最小Ｒ管において、応力腐食割れ、蒸気流

入によるキャビテーション※９、伝熱管振動による伝熱管の損傷事例を確認した。 

 

※９ キャビテーション 

蒸気が冷やされて凝縮し気泡がつぶれる現象。 

 

（６）邪魔板管穴調査 

    工場調査による伝熱管外面および内面状況ならびに他プラントの知見より、

ドレン冷却部の最小Ｒ管において、蒸気流入によるキャビテーションが発生す

る可能性があることから、第３邪魔板部の伝熱管と邪魔板との隙間を確認した

ところ、隙間の拡がりが確認された。 
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（７）類似機器の調査 

 ３号機に設置している低圧給水加熱器の内、第２低圧給水加熱器Ｂ号機と同

様にドレン冷却部を有する構造である他の低圧給水加熱器（第２低圧給水加熱

器Ａ号機、第３低圧給水加熱器Ａ，Ｂ号機、第４低圧給水加熱器Ａ，Ｂ号機）

について渦電流探傷検査（ＥＣＴ）を実施した。 

その結果、第２低圧給水加熱器Ａ号機についても、最小Ｒ管ドレン冷却部に

きずと思われる有意な指示が認められた。 

また、第４低圧給水加熱器Ｂ号機についても、最小Ｒ管ドレン冷却部にきず

と思われる有意な指示が認められたが、過去にも経験のある伝熱管振動による

ものであった。 

（添付資料－１１） 

 

８．推定原因 

調査結果より、以下のプロセスで伝熱管が損傷したと推定した。 

（１） 伝熱管と各邪魔板には構造上隙間があり、第３邪魔板においては胴側と

ドレン冷却部との差圧（ドレン冷却部内の方が圧力が低い）により蒸気

が第３邪魔板の管穴隙間よりドレン冷却部に流入。 

（２） 第２低圧給水加熱器の運転時における温度圧力条件での継続的使用状

況において、第３邪魔板の管穴が蒸気の流入により経年的に減肉・拡大

しドレン冷却部への蒸気流入量が増加。（ドレン冷却部内は下部より上

部(最小Ｒ管側)の方が圧力が低く、最小Ｒ管および邪魔板部近傍に蒸気

の気泡が滞留しやすい） 

（３） 最小Ｒ管付近に滞留した蒸気の気泡が、伝熱管表面で冷やされて凝縮す

ることで崩壊し、キャビテーションが発生。 

（４） キャビテーションにより、伝熱管外面に強い押付けの力（衝撃力）が作

用し、伝熱管中心側への変形、減肉が発生。 

（５） 管内面においても繰返しのキャビテーションによる管外面からの影響

により、管内面の周方向に引張の繰返し応力が生じ、疲労き裂が発生、

進展して貫通に至った。                  

（添付資料－１２） 

 

９．対 策 

（１）漏えいの認められた第２低圧給水加熱器Ｂ号機伝熱管１本（４０列１番）およ

び施栓基準以上のきずと思われる有意な指示が認められた伝熱管１本（３９列１

番）について、施栓を実施した。 

また、当該機器の最小Ｒ管にきずと思われる有意な指示が４７本確認されたこ

とから、最小Ｒ管全数（５３本（漏えい伝熱管および施栓基準以上の伝熱管の計

２本を除く））について念のため予防施栓を実施した。 
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なお、今回の対策を実施したことで、当該機器の伝熱管の施栓本数は、合計 

５５本となるが、許容施栓本数（１９７本）以下であり、機能上問題はない。 

 

（２）類似機器である第２低圧給水加熱器Ａ号機において、最小Ｒ管にきずと思われ

る有意な指示が４７本確認されたことから、最小Ｒ管全数（５４本（既設施栓管

１本を除く））について念のため予防施栓を実施した。 

なお、今回の対策を実施したことで、当該機器の伝熱管の施栓本数は、予防施

栓５４本と既設施栓１本を合わせて合計５５本となるが、許容施栓本数（１９７

本）以下であり、機能上問題はない。 

   また、第４低圧給水加熱器Ｂ号機において、施栓基準以上のきずと思われる有

意な指示が４本確認されたことから施栓を実施する。（今回確認された４本につ

いては、当該事象の原因であるキャビテーションによるものではなかった。） 

今回の対策を実施したことで、当該機器の伝熱管の施栓本数は、合計４本とな

るが、許容施栓本数（２０１本）以下であり、機能上問題はない。 

 

（３）最小Ｒ管全数を施栓した第２低圧給水加熱器Ａ号機およびＢ号機について、毎

定検Ａ号機またはＢ号機のどちらかの状況が確認できるように、点検頻度を４定

検毎から２定検毎へ見直しを行う。 

 

 

以  上 
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添付資料－１  伊方発電所３号機 復水系統概略図 

 

添付資料－２  第２低圧給水加熱器構造図 

 

    添付資料－３  第２低圧給水加熱器Ｂ号機漏えい管位置図 

 

添付資料－４  伝熱管真空リークテスト結果（伝熱管：４０列１番） 

 

添付資料－５  第２低圧給水加熱器Ｂ号機渦電流探傷検査（ＥＣＴ） 

指示管位置図 

 

    添付資料－６  漏えい箇所の位置および状況図 

 

    添付資料－７  漏えい管外観および内面状況 

 

    添付資料－８  走査型電子顕微鏡（ＳＥＭ）表面観察 

 

    添付資料－９  断面ミクロ組織観察 

 

    添付資料－１０ 漏えい管材料試験結果 

 

添付資料－１１ 同構造の低圧給水加熱器渦電流探傷検査（ＥＣＴ）結果 

 

    添付資料－１２ 事象発生メカニズム[推定] 
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添付資料－１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
P

P

低
圧

タ
ー

ビ
ン

復
水

器

復
水

ポ
ン

プ
（
３

台
）

復
水

ブ
ー

ス
タ

ポ
ン

プ
（
３

台
）

第
１

低
圧

給
水

加
熱

器
A

第
２

低
圧

給
水

加
熱

器
A

第
３

低
圧

給
水

加
熱

器
A

第
４

低
圧

給
水

加
熱

器
A

第
１

低
圧

給
水

加
熱

器
B

第
２

低
圧

給
水

加
熱

器
B

第
３

低
圧

給
水

加
熱

器
B

第
４

低
圧

給
水

加
熱

器
B

脱
気

器
タ

ン
ク

蒸
気

発
生

器

伊
方

発
電

所
３

号
機

　
復

水
系

統
概

略
図

当
該

箇
所

脱
気

器
A

脱
気

器
B



10 

 

添付資料－２ 

 



11 

 

添付資料－３ 

 

 

第２低圧給水加熱器Ｂ号機漏えい管位置図 
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給水入口側 

 

・・・アルミニウム黄銅管 

・・・ステンレス管 

・・・漏えい管：１本（位置：４０列１番）  

４０列１番 

点検用の目印当該箇所
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添付資料－４ 
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添付資料－５ 

 

第２低圧給水加熱器Ｂ号機 

渦電流探傷検査（ＥＣＴ）指示管位置図 

 

給水出口側 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

給水入口側 

 

・・・アルミニウム黄銅管 

・・・ステンレス管 

・・・漏えい管：１本 

（位置：４０列１番_給水入口側） 

・・・施栓基準以上のきずと思われる有意な指示が認められた管：１本 

（位置：３９列１番_給水入口側） 

・・・施栓基準に至らないきずと思われる有意な指示が認められた管：４７本 

（給水入口側）  

４０列１番 

３９列１番 

最小Ｒ管（最中央部の伝熱管） 
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添付資料－６ 

 

漏えい箇所の位置および状況図 
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添付資料－７ 

 

漏えい管外観および内面状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

損傷部 

外面側 

損傷部 

損傷部 

10mm 

約 16mm 

約 10mm 

5mm 

反対位置 

内面側 

内面側 

第 2 邪魔板部 第 3 邪魔板部 40-1 (SUS304TB)  

天側 

損傷部 

U 曲げ側 水室側 管内（復水）流れ方向 

損傷部外面側（20o 位置中心） 

5mm 

10mm 

1mm 

地側 

約 16mm 

損傷部内面側（20o 位置中心） 
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添付資料－８ 

 

走査型電子顕微鏡（ＳＥＭ）表面観察 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

5mm 

き裂 貫通 

U 曲げ側 水室側 管内（復水）流れ方向 

第 2 邪魔板部 第 3 邪魔板部 40-1 (SUS304TB)  

天側 

地側 

損傷部 

損傷部外面側（20o 位置中心） 
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添付資料－９ 

 

断面ミクロ組織観察 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

損傷部外面側（20o 位置中心） 

5mm 

断面観察位置，方向 

U 曲げ側 水室側 管内（復水）流れ方向 

第 2 邪魔板部 第 3 邪魔板部 40-1 (SUS304TB)  

天側 

地側 

損傷部 

5mm 

1mm 20μm 

100μm 
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添付資料－１０ 

 

漏えい管材料試験結果 

 

 

１．引張試験結果 

 

 引張強さ 

(Ｎ/mm2) 

耐力 

(Ｎ/mm2) 

伸び 

(%) 
へん平 押しひろげ 

試験結果 648 326 55 
平板間 7.65mm 

で割れなし 

外径の 1.2 倍 

で割れなし 

規格値 

JIS G 3463 

(SUS304TB) 

≧520 ≧205 ≧30 
平板間 7.65mm 

で割れなし 

外径の 1.2 倍 

で割れなし 

 

 

２．化学成分分析結果 

単位：％ 

 C Si Mn P S Ni Cr Mo 

分析値 0.04 0.68 1.51 0.021 ＜0.001 9.54 18.5 0.10 

規格値 

JIS G 3463 

(SUS304TB) 

≦0.08 ≦1.00 ≦2.00 ≦0.040 ≦0.030 
8.00～ 

11.00 

18.00～ 

20.00 
＊ 

＊必要に応じて Mo を添加する場合は、当該種類が他の種類の規定値を満たして種類の区別が 

できなくなるほど添加してはならない。(JIS G 3463 引用) 
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添付資料－１１ 

 

同構造の低圧給水加熱器 

渦電流探傷検査（ＥＣＴ）結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※邪魔板部に発生した伝熱管振動によるもの 

（注）第１低圧給水加熱器Ａ号機およびＢ号機については、ドレン冷却部を有し 

ておらず当該機器とは異なる構造である。 

 

  

 

施栓基準以上 施栓基準未満

（参考）当該機器 第２給⽔加熱器B号機 １本 ４７本 ５４本
当該漏えい管

１本除く

第２給⽔加熱器A号機 ０本 ４７本 ５４本
施栓済み

１本除く

第３給⽔加熱器A号機 ０本 ０本 ５５本

第３給⽔加熱器B号機 ０本 ０本 ５５本

第４給⽔加熱器A号機 ０本 ０本 ５５本

第４給⽔加熱器B号機 ２本
※ ０本 ５５本

最⼩R管以外

にも２本の

指⽰を確認

備考

同構造の

低圧給⽔加熱器

きずと思われる

有意な指⽰(最⼩Ｒ管) 最⼩R管総数低圧給⽔加熱器
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添付資料－１２（１／２） 

 

事象発生メカニズム[推定] 

 

 

１．ドレン冷却部への蒸気流入メカニズム 
（１）蒸気入口より供給される蒸気の熱を伝熱管が受け取り、蒸気は温水に変化する。

胴側の底に貯まった温水はサイフォン現象により、ドレン冷却部を通りドレン出
口から排出されるため、ドレン冷却部内は通常満水状態となる。 

 
（２）伝熱管と各邪魔板には構造上隙間があり、第３邪魔板においては胴側とドレン

冷却部との差圧（ドレン冷却部の方が圧力が低い）により蒸気が第３邪魔板の管
穴隙間よりドレン冷却部に流入していく。 

 
（３）第３邪魔板の管穴が蒸気の流入により経年的に減肉・拡大しドレン冷却部への

蒸気流入量が増加する。（ドレン冷却部内は下部より上部（最小Ｒ管側）の方が圧
力が低く、最小Ｒ管および邪魔板部近傍に蒸気の気泡が滞留しやすい） 

 
（４）最小Ｒ管付近に滞留した蒸気の気泡が、伝熱管表面で冷やされて凝縮すること

で崩壊しキャビテーションが発生する。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

管穴隙間から蒸気が 

ドレン冷却部に流入 

ドレン冷却部 

蒸気の気泡が凝縮・崩壊してキャビテーションが発生 

伝
熱
管 

第３邪魔板 
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添付資料－１２（２／２） 

 

２．キャビテーションによる伝熱管損傷メカニズム 

（１）以下の流れにより伝熱管が損傷したものと推定される。 

①最小Ｒ管付近に滞留した蒸気の気泡が、伝熱管表面で凝縮・崩壊しキャビ 

テーションが発生 

②キャビテーションにより、管外面に変形を伴う強い押付けの力（衝撃力）が

作用 

③管外面中心側への変形、減肉と共に、管内面で周方向に変形を伴う引張の繰

返し応力が発生して疲労き裂が発生 

④減肉およびき裂が進展して繋がり、貫通の過程を経て漏えいが発生 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

伝熱管表面 蒸気の気泡 

伝熱管表面 

キャビテーションにより 

外面減肉および変形 

内面に周方向の 

引張の繰返し応力

が発生して疲労き

裂が発生 

蒸気の気泡 

①  

②  

③  

④  

蒸気の気泡が凝縮・崩壊 

キャビテーションにより、管外面に変形 

を伴う強い押付けの力（衝撃力）が作用 

管外面の減肉と共に、管内面で周方向に 

変形を伴う引張の繰返し応力が発生して 

疲労き裂が発生 

減肉およびき裂が進展して繋がり貫通し 

漏えいが発生 


